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本講演のねらい

• 大学関係者：100名

• 官公庁　　：  40名

• 企業　　　：140名

• 名大構成員：  60名

これからのキャンパス

マスタープランのつくりかた

地域と大学の連携のあり方

大学ＦＭの手法

ビジネスチャンスを求めて

共同研究の可能性

ＣＭＰの学内への披露･浸透

本日ご来場の皆様の所属

名大はキャンパスを経営資源として何をするの
か？



大学におけるファシリティマネジメントの目的

出資者と経営者の視点から
ファシリティを経営資源として有効利用する
公共財産として有効利用する

地域と地球環境の視点から
地域と調和し、環境保全に貢献する
都市に対してインパクトをもつ存在としてのキャンパス

顧客の視点から
顧客の満足度の向上を通して、業績に貢献する
顧客である学生がつねにファシリティを利用する立場

FM業務の視点から
ファシリティを総合的に企画・管理・活用する
戦略、プロジェクト、運営維持、評価のサイクルを廻す

経営者　　　

利用者
従業員

顧　客

　

 

出資者等
株主

ファシリティ

学生(の親)
国(納税者)

学生(教育)
社会(研究)

教職員
学生

経営者
(教授会)

利用者の視点から
利用者の満足度と生産性を向上する
教職員と学生がともに知的創造活動を行う場

装置産業である大学にとってのファシリティはきわめて重要



大幸キャンパス

鶴舞キャンパス 東山キャンパス



総予算額  約900億円　

“ひとつの都市”
としてのキャンパス

・15～20万人都市と
　同規模の予算額

・名古屋市人口の１％

CO2排出量：約８万 ﾄﾝ

東山キャンパス

大幸キャンパス

鶴舞キャンパス

名古屋大学キャンパスの概要
構成員数　約21500人　

・名古屋市の業務系で
　最大の排出者



東山キャンパスの概要

グリーンベルト・豊田講堂

全学教育・文系

工学系 理学系
農学系

保全緑地

　敷地面積：697,485 ㎡
　建物面積：416,809 ㎡
　建物棟数：　   246 棟
　構成員数：  約13000 人

Ｎ

核研跡地



マスタープランとは、複数の建築群をもつ大学が、その運営理念に基づ
き合意形成した、長期にわたって尊重すべきキャンパスの整備方針

•CMP1995：デザインガイドライン
•CMP1997：都市や地域との共生
•CMP2001：大学憲章に基づく全学的協力
•CMP2005：FMによる大学経営への貢献

ＣＭＰ(一次案)1995 ＣＭＰ　2001ＣＭＰ　1997 ＣＭＰ　2005

キャンパスマスタープランの継承と進化

→ 不変的に継承すべきものに蓄積を重ね進化を続ける



名古屋大学キャンパスマスタープランの特性

「戦略的なキャンパスマスタープランづくりの手引き」より抜粋

名古屋大学キャンパスマスタープラン2010
総合的、かつ、実践的なマスタープラン



中期目標･中期計画とCMP P.04



濵口プラン v.2009　～名古屋大学の経営方針



キャンパスマスタープラン2010の
基本目標

グリーンベルト　模型写真

世界屈指の知的成果を生み出す
エコキャンパス



←2010年5月5日
中日新聞

地中に図書館？

2010年5月10日
日刊建設工業新聞→



CMP2010のコンセプトとCMP大綱 P.06



CMP2010実現のためのロードマップ P.02



CMP2010の構成 P.08



実行力あるCMPとするために P.115



キャンパスの点検･評価と
CMP2010の課題

豊田講堂　写真



早期に解決すべきCMP2010の課題 P.10



部局の分散配置状況 P.18



老朽化と狭隘化 P.20



エネルギー消費量   （CO2排出量） P.21



全学利用施設 P.22



キャンパス･フレームワークプラン
～30年後の長期ビジョン



フレームワークプランの構成 P.24



交流のゾーニング（基本ゾーニング） P.28



ノーベル賞通り（仮称）の整備

工学部新４号館
素粒子宇宙起源
研究機構

理農学系
総合研究棟
（南棟）

野依記念
学術交流館
物質科学研究館

至：野依記念館



キャンパス資源の保全と将来規模の設定 P.29



都市の遺産としての歴史を継承

●戦前期名古屋の都市計画事業の成果
–大正～昭和初期・土地区画整理組合による用地提供
–庄内川から東山公園に至る名古屋市東部緑地帯を形成
–キャンパス東部の風致地区指定

●グリーンベルトの形成
–東京帝国大学学長・内田祥三によるグリーンベルト構想
–林学博士・本多静六による植樹調査と四条並木の提案
–建築家・槇文彦による豊田講堂の設計
–キャンパス内を含む都市景観整備地区指定



名古屋都市計画
街路公園
土地整理地区図
(1937年)



名古屋帝国大学予定地
（「名古屋市八事土地区画整理組合確定図」
「名古屋市田代土地区画整理組合地区確定図」より作成）　©木方十根



©木方十根米軍撮影空中写真（1946）



名古屋帝国大学
開学記念絵葉がき
（1943）



豊田講堂
完成直後の
東山キャンパス
1960

豊田講堂上部から
名古屋都心をみる



周辺地域の環境整備の支援

□四谷・山手通環境整備の検討

　1988：四谷・山手通
　　　（名古屋大学柳澤研究室）
　1991：四谷・山手通
　　　名古屋市都市景観整備地区指定

□地下鉄工事復旧に伴う街路環境整備

　1999：本山～名古屋大学
　2000：本山交差点
　2001：名古屋大学～日赤病院
　2002：日赤病院～八事
　2003：地下鉄開通・IB電子情報館完成

　※住民参加形式のワークショップ

本山

八事

名古屋大学

中京大学

四
谷
通

南山大学
山
手
通





豊田講堂再生　2008



東山キャンパスの資源 P.29

変わらず
保全すべき
大切な資源

緑のトンネル
（プラズマ街道）



交通・駐車場計画 P.34



緑地・屋外環境・パブリックスペースの計画 P.35



東山キャンパス利用の基本方針

①施設の集中と再配分
・西側・東北側ブロック：高密度・高層化
・東部緑地ブロック：環境保全・低密度
②アクセシビリティを優先する配置
・ホール、本部、厚生施設等の公共性の高い施設
・全学教育・講義室、厚生施設等学生スペース
③フレキシビリティを重視する計画
・拡張性のためのオープンスペース確保
・部局の枠を超えた共用スペース配置
・施設の効率的利用、面積の再配分

P.36



東山キャンパス機能ゾーニング

高層棟(7階以上)
中層棟(4-6階)
低層棟(3階以下)

①全学教育エリアをグリーンベルト周りに集約
・文系エリアの人口集中を解消
・グリーンベルトの賑わいを形成
・グリーンベルト沿いの景観の保存・継承

P.37



東山キャンパス機能ゾーニング

高層棟(7階以上)
中層棟(4-6階)
低層棟(3階以下)

②グリーンベルトをキャンパスの中心となる
　オープンスペースとして再編
・中央図書館を地下化
・地下鉄駅から直結する地下にカフェ・売店など
・地上は芝生のオープンスペース

P.37



東山キャンパス機能ゾーニング

高層棟(7階以上)
中層棟(4-6階)
低層棟(3階以下)

③交流の拠点としての施設整備と運用
・豊田講堂を地域交流解放施設として積極活用
・情報発信プラザを整備し博物館と連携
・国際連携・学生支援・本部機能を集約

P.37



東山キャンパス機能ゾーニング

高層棟(7階以上)
中層棟(4-6階)
低層棟(3階以下)

④研究所･センター群の集約
・旧核研跡地の再開発
・集約による効率化と緑地の保存

P.37



東山キャンパス機能ゾーニング

高層棟(7階以上)
中層棟(4-6階)
低層棟(3階以下)

⑥部局エリアの集約と高層化
・高層化による研究施設の集約
・低層実験棟施設の集約
・横断的連携研究科の集約

⑥計画的な緑地・オープンスペースの確保
・将来の建設余地の確保
・ブロックごとのパブリックスペース

P.37

スマートエネルギーネットワーク
・個々の施設のエコビル化
・自然ｴﾈﾙｷﾞｰ・未利用ｴﾈﾙｷﾞｰの活用
・周辺地域も含むエネルギーの融通利用



グリーンベルト再整備プラン P.48



東山キャンパス　イメージ



東山キャンパス　デザインガイドライン

周辺道路との連続的環境整備 周辺に圧迫感を与えない施設配置

壁面線･スカイラインの統一､調和 高層棟周りにオープンスペース

P.46



東山キャンパス　デザインガイドライン

人の気配を感じさせる低層部 統一感のある素材･色彩

モダニズムを基調としたデザイン 環境負荷低減を意識した配置や外装

P.47



キャンパス・アクションプラン
～６年間の中期計画



アクションプラン～６年間の実行計画

4-1
低炭素エ
コキャン
パス

4-2
国際交
流・地域
連携のた
めの
キャンパ
ス
4-3

自由闊達
な教育研
究を支え
る

キャンパ
ス

　1　省エネ・環境負荷低減
　2　交通
　3　緑地
　4　設備インフラ
　5　環境安全衛生

　1　国際交流　G30対応
　2　地域連携
　3　福利厚生施設
　4　自然災害・防犯対策

　1　継続的な教育研究施設の整備計画
　2　東山キャンパスの中期計画
　3　鶴舞キャンパスの中期計画
　4　大幸キャンパスの中期計画
　5　豊川団地の中期計画

(1)長期的な目標
(2)点検・評価と課題
(3)６年間の実行計画
  ①新規投資を伴う整備

  ②学内予算による整備

  ③運用による対応

×

×

教育研究施設
整備計画

P.51



省エネ・環境負荷低減アクションプラン P.55



社会的動向と名古屋大学の温室効果ガス排出状況

■東山・鶴舞CO2排出量原単位（CO2ｔ/㎡）
トン／㎡

■名古屋大学の温室効果ガス排出量
万トン

● CO2排出量：約８万㌧/年排出
　名古屋市の業務系で最大のCO2排出者
●省エネ法（2008年改正、2010年施行）
　定期報告書・中長期計画書の提出義務
　年１％以上のエネルギー消費原単位の改善
●名大が社会的責任として果たすべき役割
・大学キャンパスは地域社会に還元可能な実
証モデルとなり得る
・教育研究を通してだけでなく、産官学民に
よるサスティナブルな社会実現への道筋を
示す

・東京大学
　2012年に2006年比で非実験系の15％削減
　2030年に2006年比50％削減
・京都大学：原単位毎年2％削減
・北海道大学：2020年に2005年比20％削減

他大学の動向



基準年

名古屋大学諸指標の変化（1990年=100とした数値の増減）

※支出は、病院診療経費・施設整備関連経費を除く
※外部資金＝奨学寄付金+受託研究費+民間との共同研究

（％）

大学院重
点化

施設整備緊急
５か年計画

法人化法人化

科研費
等

外部資金

東山団地
電気使用量



アクションプラン～６年間の実行計画 P.50



東山公園

平和公園



低炭素都市2050なごや戦略　駅そば生活圏の創
生



低炭素都市2050なごや戦略～駅そば生活圏の創
生

　



FMコンソーシアム実施体制案

f
大学

大学地域連携

施設マネジメントコンソーシアム

施
設
環
境
計
画

咝
咳
咗
和
呩
咤
咓
呾
咧
咸
咎

周
咁
咉
咎
咤
咓
呾
咧
咸
咎

　　　　　　　　　　　　施設データベース
　　　　　　　　　　　　ベンチマーキング
　　　　　　　　　　　　ＦＭサービス

施設マネジメント
教育研究センター

名古屋大学

産官学
連携部門

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　<人材育成・研修教育>

民間企業官公庁
地域住民
NPO等

工学
研究科

環境学
研究科

経済学
研究科

ｴｺﾄﾋﾟｱ科
学研究所

法学
研究科

情報科学
研究科

　　<地域連携型専門職大学院>

教育研究
連携

c
大学

b
大学

a
大学

e
大学

d
大学

g
大学

n
大学

l
大学

m
大学

i
大学

o
大学

h
大学

など

呮
咓
咱
呴
咽
咤
咓
呾
咧
咸
咎



計画実現のための
ファシリティマネジメント

模型写真



経営者　　　

利用者
従業員

顧　客

　

 

出資者等
株主

ファシリティ

学生(の親)
国(納税者)

学生(教育)
社会(研究)

教職員
学生

経営者
(教授会)

■ファシリティマネジメントのPDCAを回す

戦略・計画

運営維持

咝
咳
呾
呭
呵
咎
管
理

評叽

価
統括

マネジメント

Plan

Do
Check

Action

経営戦略・計画

大学におけるファシリティマネジメント



ファシリティマネジメント･サイクル

  

プロジェクト
管理

戦略・計画

目標管理
・評価

運営維持

中期目標・中期計画　マスタープラン
長期修繕計画　予算編成　財源確保

大規模改修
建物新築

施工
設計

移転

ワ-クプレイスづくり

POE

ベンチマーキング

点検評価

供給

財務

品質

エネルギー
点検・保守

清掃
緑地スペース管理

光熱水費
修繕

警備

統括
マネジメント
組織体制

基準・規定
データベース

■キャンパスマスタープランは、キャンパスFMの最重要項目である



名古屋大学･資産構成（2008年度）

■9割が固定資産、66％が土地･建物。有利子負債が23％占める。
■教職員生徒含め20,000人。約350棟のビル群の管理が必要。



経常収益･経常費用（2008年度）

■運営費交付金4割、附属病院収入3割、授業料等1割　
■施設整備費（投資）5％、施設運営費5％（約40億円）



計画保全のプロセス

■長期にわたって良好な環境を安定的に維持するため
に、
　　戦略的な管理方針に基づく「計画保全」を行う。

長期修繕改修計画
(30年）

単年度修繕改修実行計画中期修繕改修計画（５年）

詳細劣化診断 設計 工事

劣化診断費用
単年度
保全予算

検収・記録設計管理修繕・改修
計画

中期
保全予算

長期修繕計画の
取りまとめ

中期保全項目の
抽出

LCM支援システム建物台帳
保全項目台帳
前倒し・延期台帳

保全実績（撤去更新）
台帳

組
織
内

Ｆ
Ｍ
部
門

サ
Ｉ
ビ
ス
提
供
者

簡易
劣化診断

劣化診断費用

長期修繕計画の
提案

技術的･戦略的･
財務的な見直し
（FCI等活用）

中期修繕・
改修計画

優先度判定により全学的
に調整して予算枠確定

財務部門

工事・変更
管理



LCM支援システムの構成

LCM支援システム 出力データ入力データ

データベース
計画保全実績管理機能
部位・設備保守管理機能

共通機能
・・・・etc

計画管理／シミュレーション機能
建物基本情報

工事記録情報

保全項目情報

修繕計画情報

図面管理情報

各種書類情報

施設・建物台帳

保全項目台帳

長期修繕計画

図面管理台帳

各種書類台帳計画的な保全

各種グラフ

前倒し･延期情報

中期修繕・改修計画

■計画保全のためのデータベースシステムが必要。
　現在、CAFM（コンピュータ支援のFM）システムが稼働
中。



新施設管理システムへの移行　2006～
施設台帳・

図面管理システム

建物設備

管理システム



施設点検評価とベンチマーキングの活用

1) 施設性能評価指標の設定と検証

2) 建物点検チェックと満足度調査による点検評価
体制の強化

3) 施設品質を評価する大学間ベンチマーキングの
実施



利用者・施設担当職員の連携により、

　質の高い施設整備と

　継続的な維持保全の確立

　利用者の意識向上

– 部局の担当者による目視での点検

»専門知識がなくても簡単にできる内容

– 専門技術者（施設管理部）による

– 施設パトロールの実施

– 施設評価へのユーザー参加

»設計上の問題点は

　以後の施設整備に反映

施設の点検チェックの仕組み

利用者自らが施設の維持管理と評価に参画する仕組みづくり

建物点検チェック
実施・報告

部局
等

集　計・分　析

２次調査の実施

報 告 書 の
作 成・ 公 表

施設管
理部

点検の手引き 点検チェック要領書

施設
パトロール

２年目
ユーザー
満足度調査

（瑕疵担保検査）

１０年目
老朽度調査
（重大な瑕疵
担保検査）

建物点検チェック
毎年実施し緊急性の
高いものから修繕を行い
データベース化し
現状把握をする

８～９月実施

建物施設の完成



2007年度 施設運営費に関するベンチマーク調査

調査対象
・中部地方国公立14大学
・旧帝国大学・7大学
調査方法
・施設管理部署による調査
・質問やヒアリングによる
　フィードバック
調査内容
 　 施設運営費
  ＝光熱水料等費
  ＋維持管理費



維持管理費と光熱水料等費の関係

旧帝大と理系国公立大で、維持
管理費より光熱水料等費が大

私立大は維持管理費が大
（清掃費･警備委託費大）
学生確保のためにキャンパス環
境重視

2007年度 施設運営費ベンチマーク調査



面積・構成員当たりの清掃経費
2009年度 清掃業務ベンチマーク調査

私立は1㎡当たり1100円を超え、国公立は500円程度、約2.3倍の開きがあ
る。
私立は1人当たり約1万円、国公立は約4300円で、約2.4倍の開きがある。

清掃面積1㎡当たりの清掃費

構成員1人
当たりの
清掃費



施設ポートフォリオによる優先度判定

■限られた財源の最適配分が必要（施設運営費、施設整備費）



ファシリティマネジメント推進体制モデル

■FM組織の統括的管理と部局分散管理とのバランスが必要



施設維持管理費用確保のための制度検討

1) 中長期保全計画に基づく基幹設備等改修財源の確保
各部局予算の数％を財源として，中長期保全計画に基づき，
老朽化したGHPや屋上防水，設備配管等の基幹設備の改
修整備にあてることとする。

2) 循環的な省エネ促進を可能にする財源の確保
改修による光熱費の削減分を新たな省エネ改修投資に充当す
る，部局に負担を強いることなく循環的に財源を確保す
る考え方。

3) 利用面積に応じた中長期修繕費用積立制度の検討
部局や研究室から使用面積に応じて利用者負担として，資金
を徴収する施設有効の観点からも有効な中長期的に安定
的財源を確保する制度を検討する。



長寿命化計画保全 LCM

人口減少
電子化による教育
産学連携
大学連携
地域連携

老朽化建物（棟数）＝小規模老朽化建物の大型新営化
定員評価
スペース評価
全学共用

新しい教育ニーズ
高齢化
大学機能の多様化

耐震性能
環境性能
バリアフリー
既存不適格等現在の施設群

現在余剰
顕在・潜在

将来余剰

将来付加

機能劣化
耐震･環境
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将来の施設群

大学施設戦略の方向性：量質資産コストの見直し



ご清聴ありがとうございました。

名古屋大学施設計画推進室
http://www.campus.provost.nagoya-u.ac.jp

名古屋大学ファシリティマネジメント研究会
http://fm.campus.provost.nagoya-u.ac.jp


